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1 策定にあたって  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 昨年ローリング*した財政計画

では、平成 28 年度以降の投資

的経費*について、実施事業の

具体化（箇所付け）を行いまし

た。また、これまでと同様に、

平成 28 年度以降、合併による

財政支援措置が皆減となる平

成 33 年度までの財政見通しを

示し、更なる行財政改革の必要

性を訴えたところです。 

 

(3) 平成 24 年度決算においては、地方

債の繰上償還*等により、地方公共

団体の財政の健全化に関する法律*

（以下「財政健全化法」という。）

に規定する実質公債費比率*が

14.5％（昨年度 15.8％）となり、更

なる改善を図ることができました。

しかしながら、8月の豪雨災害によ

る新たな公債費負担の増など、財政

運営は先行きが不透明な状況が続

いています。 

(4) 今回の財政計画では、地域振興基金*を活用した自治区事業について、事業

ごとの整理方針を反映することとしております。なお、自治区制度や更なる

行財政改革については検討の最中であることや、国における平成の大合併を

踏まえた地方交付税制度の見直しの結論を待つ必要があることから、前回に

引き続き平成 28 年度以降は財政見通しのまま収支の調整を行わないことと

しております。 

 

①自治区制度 

②更なる行財政改革 

③地方交付税制度の見直し 

今 回 の
中 期 財 政 計 画 
(計画年度：H25～H27) 

中 期 財 政 見 通 し 
(H28～H33) 

ローリング 

保 留 

前 回 の 
中 期 財 政 計 画 
(計画年度：H24～H27) 

中 期 財 政 見 通 し 
(H28～H33) 

(1) 今回の財政計画は、新市長就任からいとまがないことから、前市長が決定

した昨年度までの方針を踏襲する内容となっております。 

よって、下記の点について十分ご留意いただきますようお願いします。 

① 新市長の政策は盛り込んでおりません。 

② 自治区制度は、従来どおり計画上は市町村合併後当面１０年間の措置と

しています。（１１年目以降は白紙として推計上見込んでおりません。）

③ 新市長の政策については、次回（平成 26 年 12 月予定）に盛り込むこと

としております。 
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2 計画の基本的事項  

 

(1) 計画期間 

（計 画） 

平成 25 年度から平成 27 年度までの 3年間とする。

（見通し） 

平成 28 年度から平成 33 年度までの 6年間とする。

 

(2) 対象会計区分 普通会計*（一般会計のみ） 

 

(3) 歳入推計 

･地方税 

･地方交付税* 

･国県支出金 

･地方債等 

 

 

(4) 歳出推計 性質別経費ごとに個別に推計する。 

 

(5) 行財政改革 
削減影響額については、浜田市行財政改革実施計画

との整合性を図る。 

 

(6) 
平成 28 年度 

以降の推計 

① 合併算定替*の縮減に伴い普通交付税*（臨時財政

対策債*含む）の逓減を見込む（平成 33 年度：

△24 億 7 千万円）。 

② 過疎対策事業債*は平成33年度以降の発行延長を

見込むものとする。 

③ 自治区制度は考慮せず、自治区事業（ソフト）

及び自治区枠（ハード）は保留、地域振興基金相

当額の活用は経過措置に限る。 

④ 投資枠は、『共通枠』として全市目線に立って実

施事業のローリングを行う。 

 

(7) その他 
基準となる平成 25 年度については、今後の補正要因

を加えた決算見込額を計上する。 

 
現行の税制及び 

地方財政対策諸制度 

に基づき推計する。 
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3 推計の前提条件  

 
 

 

(1) 地方税 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 (2) 地方譲与税*・各種交付金 

 

 

 

65 億円

68 億円

71 億円

74 億円 73 億円

72 億円

70 億円
70 億円

70 億円

68 億円

67 億円
67 億円

66 億円

地 方 税 の 推 移

歳 入 

《個人市民税所得割》 

景気の状況・人口減を考慮し、平成 26

年度以降毎年 1％の減とする。 

《固定資産税*》 

① 家屋の評価替に伴う減収を

3年毎に 5％減と見込む。 

② 償却資産*は三隅火力発電所の

影響額を反映する。 

③ 風力発電設備に伴う償却資産

の増収分（平成 28 年度～）を

見込む。 

《法人市民税法人税割》 

景気の状況を考慮し、平成 26 年度以降

も同水準と推計する。 

《地方消費税交付金*》 

消費税増税に伴う影響額を反映させる。 

年　度 消費税率 影響額（対Ｈ２５)

平成２６年度 ８％ ３億５千万円

平成２７年度 １０％（１０月～） ５億２千万円

平成２８年度 １０％ ７億２千万円
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(3) 地方交付税 

《普通交付税》 

① 人口減による影響額を減じる。浜田市総合振興計画後期計画の人口推計を

反映させる。 

② 基準財政需要額*の個別算定経費*（公債費算入分及び事業費補正*を除く）

及び包括算定経費*は、平成 26 年度以降同水準と推計する。 

   ③ 公債費算入分及び事業費補正は個別に推計する。 

④ 平成 24 年度に整理統合により創設された地域経済・雇用対策費*（5 億   

7 千万円程度）について、雇用対策・地域資源活用推進費*（2 億 8千万円

程度）は平成 25 年度で終了、地方再生対策費*（2 億 9 千万円程度）は継

続することを前提に推計する。 

⑤ 特別交付税制度の見直しによる、普通交付税への移行分を反映させる 

（平成 26 年度：2億 5千万円、平成 27 年度：5億円）。 

   ⑥ 合併算定替の縮減による影響を見込む（臨時財政対策債含む）。 

 
年 度 縮減額 縮減割合 

平成 28 年度 △2億 5千万円 1 割減 

平成 29 年度 △7億 4千万円 3 割減 

平成 30 年度 △12 億 4 千万円 5 割減 

平成 31 年度 △17 億 3 千万円 7 割減 

平成 32 年度 △22 億 3 千万円 9 割減 

平成 33 年度 △24 億 7 千万円 皆 減 

 

 
 

※自主裁量財源とは、当市独自の表現で、使途が自由な「真水」の一般財源*のことを 

いいます（Ｐ22 参照）。 

168
億円

169
億円

172
億円

167  
億円 163

億円
158
億円 153

億円
148
億円 142

億円

109
億円

115
億円

120 
億円

118
億円

117
億円

116
億円 114

億円
109
億円 104

億円

90 億円

100 億円

110 億円

120 億円

130 億円

140 億円

150 億円

160 億円

170 億円

180 億円

90 億円

100 億円

110 億円

120 億円

130 億円

140 億円

150 億円

160 億円

170 億円

180 億円

普通交付税と自主裁量財源*の推移

自主裁量財源

普通交付税
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《特別交付税*》 

① 通常ベースを 15 億円とする。 

② 特別交付税制度の見直しによる普通交付税への移行分を反映させる。  

（平成 26 年度：△2億 5千万円、平成 27 年度：△5億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 億円

10 億円

20 億円

30 億円

40 億円

50 億円

60 億円

70 億円

80 億円

90 億円

70 億円
64 億円

54 億円

37 億円

22 億円 23 億円
15 億円 12 億円 11 億円

14 億円

14 億円

14 億円

14 億円

14 億円 13 億円

13 億円 13 億円 13 億円

地 方 債 の 推 移 臨財債 臨財債以外

扶助費*の増に伴う影響額を見込

む。また、投資的経費の財源となる

場合は、事業別に積算する。 

平成 26 年度以降同水準で推計

する。 

 

(4) 国県支出金 (5) 使用料及び手数料 

 地域振興基金については平成 27 年度までの実施事業分、平成 28 年度以

降の経過措置に係る繰入額はその他基金で見込む。また、浜田きらめき債

を財源とするまちづくり振興基金*については、平成 26 年度以降毎年 1億円

を繰入れ、次世代の環境整備等に活用する。 

① 現行の地方債制度により推計する。 

投資事業に対し、その財源として過疎対策事業債や合併特例債*といっ

た交付税措置の大きい優良債を可能な限り活用する。また、平成 22 年

度に創設された過疎地域自立促進事業（ソフト分）についても積極的に

活用することとする。 

 

② 財政健全化法の施行を受け、実質公債費比率の逓減を図るため、発行

総額を適切に管理する。 

(6) 繰入金 

(7) 地方債 
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(1) 人件費* 

① 議員報酬   条例定数 24 人 

② 特別職報酬  市長、副市長、教育長、自治区長 4 人(平成 27 年度まで) 

③ 職員給与費  消防職を除く職員について、退職者数の 3 分の 1 採用 

                           （平成29年度まで） 

 

基準日 職員数 備 考 

平成 25 年 4 月 1 日 682 人 企業職除く 

平成 27 年 4 月 1 日 664 人 〃 

平成 33 年 4 月 1 日 627 人 〃 

 

④ 共済費    議員共済会給付費負担金を平成 26 年度以降も見込む。 

 

 

 
 

59 億円 59 億円
59 億円

57 億円

55 億円
55 億円

54 億円

53 億円
52 億円

682人
673人

664人

653人

632人 631人 630人 628人 627人

550人

580人

610人

640人

670人

700人

730人

45 億円

47 億円

49 億円

51 億円

53 億円

55 億円

57 億円

59 億円

61 億円

人 件 費 及 び 職 員 数 の 推 移

人件費

職員数

歳 出 
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0 億円

20 億円

40 億円

60 億円

80 億円

100 億円

120 億円

140 億円 121 億円

102 億円

71 億円

51 億円

34 億円 32 億円

24 億円
19 億円 20 億円

投 資 的 経 費 の 推 移

平成 25 年度の水準をベース

に、個別項目の増減要因を反映

させる。 

(2) 物件費* 

平成 29 年度までは毎年度 2％

増と想定する。平成 30 年度以降

は毎年度 1％増と想定する。 

(3) 扶助費 

① 平成 27 年度までは『主要政策枠*』と『自治区枠』の 2 本立て、

平成 28 年度以降は全市目線の『共通枠』で、実施事業のローリン

グを行う。 

 

② 箇所付けした平成 33 年度までの投資事業に対し、過疎対策事業債

や合併特例債といった交付税措置の大きい地方債を可能な限り活

用する。 

 

③ 『主要政策枠』及び『自治区枠』については、平成 27 年度までに

新市建設計画*の規模を全額措置する。 

平成 25 年度の水準をベースに、個別項目の増減要因を反映させる。 

なお、浜田地区広域行政組合への負担金については、職員不採用を 

前提に推計する。 

(5) 投資的経費 

(4) 補助費等* 
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  (6) 公債費* 
 

  平成 25 年度以降の利率は 

2.9％とし、8月豪雨災害の 

発生に伴う地方債の増発に 

による影響を抑制し、実質 

公債費比率の逓減を図るた 

め、更なる繰上償還を実施 

する。 

   （昨年度 85 億 419 万円） 
                          ㊟債務負担行為・特別会計分含む 

 

 

 

 

 (7) 積立金* 

合併特例債を活用したまちづくり振興基金積立金を次のとおりとする。 

期  間 積立金額 

平成 18 年度～平成 20 年度 毎年 1億円 

平成 21 年度～平成 24 年度 毎年 3億円 

平成 25 年度～平成 26 年度 毎年 5億円 

平成 27 年度 5 億 1,500 万円 

合計 30 億 1,500 万円 

 

 

30 億円

40 億円

50 億円

60 億円

70 億円

49
億円

51
億円

52
億円

57
億円

62
億円

65
億円

68
億円

69
億円

68
億円

14 億円 9 億円

1 億円

公 債 費 の 推 移 定期償還

繰上償還

繰上償還計画 

平成 24 年度まで ㊟66 億 5,213 万円

平成 25 年度 14 億 4,848 万円

平成 26 年度 9 億 2,594 万円

平成 27 年度 1 億 0,556 万円

合計 91 億 3,211 万円
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≪参考 地域振興基金残高の推移≫ 

 

 

 

 (8) 繰出金* 

① 下水道事業*、簡易水道事業*に係る繰出金は積上げ方式により推計する。 

② 介護保険*は受給者の伸び等による影響額を具体的に見込むとともに、 

国民健康保険*、後期高齢者医療*に係る繰出金は 2％程度の増と見込む｡  

③ 公共下水道事業については、浜田処理区の平成 28 年度工事着手に伴う影

響額を反映する。 

④ 上水道事業と簡易水道事業との統合に係る事業（平成 22 年度～平成 28

年度：総事業費 32 億円 主要政策枠で措置）実施に伴う影響額を反映  

させる。なお、統合効果及び水道料金改定による影響は現時点で不透明

なため見込まないものとする。 

32.2 

億円 25.2 

億円 18.8 

億円

0

10

20

30

40

50

H25 H26 H27

全 体
（億円）

3.7 

億円
3.4 

億円
3.2 

億円

0

3

6

9

12

15

H25 H26 H27

浜 田
（億円）

2.4 

億円
1.8 

億円
1.4 

億円

0

3

6

9

12

15

H25 H26 H27

金 城
（億円）

9.6 

億円
7.4 

億円 5.6 

億円

0

3

6

9

12

15

H25 H26 H27

旭（億円）

9.4 

億円
6.9 

億円
4.1 

億円

0

3

6

9

12

15

H25 H26 H27

弥 栄
（億円）

7.0 

億円 5.6 

億円 4.4 

億円

0

3

6

9

12

15

H25 H26 H27

三 隅
（億円）
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4 財政計画  

 

  

 (単位：億円)

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

440 422 386 359 345 342 326 308 288
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

440 422 386 357 341 342 335 329 327
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

111 105 112 110 109 108 106 105 104

　　財政調整基金 31 39 48 48 49 49 49 49 49

　　減債基金　 16 8 9 10 10 11 11 11 11

　　まちづくり振興基金 26 27 30 28 27 25 24 23 21

　　地域振興基金 32 25 19

　　その他基金 6 6 6 24 24 23 23 23 23

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

204 211 216 216 215 212 208 203 196
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

0.426 0.419 0.410 0.403 0.397 0.391 0.381 0.374 0.372

％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

90.0 88.8 87.6 90.3 91.3 93.3 97.3 103.0 112.7
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

13.5 12.7 12.0 12.0 12.7 13.9 14.8 15.4 15.8
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

548 575 599 603 589 571 542 509 476

実質公債費比率

【第１表  収支･基金内訳】

項          目

　歳　　入　　総　　額

　歳　　出　　総　　額

基金年度末現在高（普通会計）

【第２表  財政指標】

区　　　　　　分

標準財政規模*

財政力指数*

経常収支比率*

地方債残高

*

*
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     (単位：億円)

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

73 72 70 70 70 68 67 67 66

　 うち  市民税 29 29 28 28 28 28 28 27 27

　　　　  固定資産税 38 37 36 36 36 35 34 34 33
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

12 15 17 19 19 19 19 19 19
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

109 115 120 118 117 116 114 109 104

　　うち　基準財政収入額*
63 64 64 65 65 64 63 63 62

　　　　 　基準財政需要額 172 179 183 183 182 180 177 172 166
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

17 13 10 10 10 10 10 10 10
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

5 6 6 6 6 6 6 6 6
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

97 83 68 64 64 63 63 62 63
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

16 22 11 4 3 3 3 3 2
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

84 78 68 51 36 36 28 25 24

うち 合併特例債(建設事業分) 17 15 23 23 11 9 4 4

　　　　     合併特例債(基金造成分) 5 5 5

　　　　     過疎・辺地対策事業債*

33 24 24 12 11 13 10 7 8

　　　　     臨時財政対策債(可能額) 14 14 14 14 14 13 13 13 13
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

28 18 17 17 20 20 16 7 △ 4
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

440 422 386 359 345 342 326 308 288
歳入合計

使用料、手数料

国、県支出金

繰　入　金

地　方　債

その他の収入

【第３表  歳入内訳】

地  方  税

地方譲与税、各種交付金

普通交付税

特別交付税

 

平成 18 年度からの浜田市行財政改革実施

計画（集中改革プラン)及び浜田市中期財政

計画に連動した『浜田市職員定員適正化計画』

を策定しています。 

 

 

 

 
 
 

定員適正化による職員削減は、平成 25 年

4 月現在で△116 人、今後平成 29 年度まで 4年

間でさらに△45 人が必要です。 

定員適正化計画は、類似

団体*の職員数に『広大な面積

を有する浜田市には 4 支所が

必要であるなどの特別な

事情』を考慮し算出した職員

数が基礎となっています。 
 

この職員数の削減による

人件費縮減が中期財政計画

及び中期財政見通しの前提

条件となっています。 

平成18年度の職員数710人（消防職除く）

について、退職者の 1/3 採用（現業職は

不採用）にとどめ、平成 29 年度は職員数

549 人（消防職除く）とする（△161 人） 

～中期財政計画と定員適正化計画【人事当局】～ 

１ ２
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 (単位：億円)

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

59 59 59 57 55 55 54 53 52

 うち 議員報酬手当 1.3 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2

      特別職給与 0.7 0.7 0.7 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

      職員給 37 37 37 36 35 34 33 32 32

      職員数(企業職除く) 682人 673人 664人 653人 632人 631人 630人 628人 627人
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

42 41 41 40 40 40 40 40 40
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

62 64 66 68 69 70 71 71 72
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

33 30 30 28 27 27 27 26 25
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

121 102 71 51 34 32 24 19 20

　　主要政策枠 35 39 25

　　自治区枠 51 44 45

　　共通枠 50 33 31 23 18 19

億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

63 60 53 57 62 65 68 69 68

　繰上償還額 14 9 1

　繰上償還影響額　 △ 2 △ 3 △ 3 △ 3 △ 3 △ 2 △ 2 △ 2
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

9 16 17 2 2 1 1 1 1
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

38 42 43 45 44 44 43 43 42
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

12 7 7 7 7 7 7 7 7
億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円

440 422 386 357 341 342 335 329 327
歳出合計

人　件　費

物　件　費

扶　助　費

補　助　費

投資的経費

公　債　費

積　立　金

繰　出　金

そ　の　他

【第４表  歳出内訳】

 

平成 17 年度約 67 億円であった

人件費は、市町村合併による 4役、

議員の減員及び報酬額の減、そし

て職員の給与制度の見直しと給与

水準の引き下げ、更には平成 29

年度当初を終期とする定員適正化

計画に基づく職員数の削減などに

より、平成 24 年度約 59 億円へ、

中期財政見通しでは、平成 33 年度

の人件費を約 52 億円と推計して

います。 

  

中期財政計画及び中期財政見通しの

歳出(経常経費*分)の見直しは、現時点で

は人件費の縮減に大きく依存した計画

となっています。 
 

地方交付税の合併算定替効果（約 25

億円）がなくなった場合、平成 33 年度

には人件費が 52 億円まで縮減しても、

約 18 億円の赤字が見込まれています。 
 

 今後、更なる組織のスリム化等による

人件費の縮減が求められることも想定

されます。 

３ ４
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5 財政計画（平成 25 年度～平成 27 年度）の分析（総括）     
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 財政見通し（平成 28 年度～平成 33 年度）の分析（総括） 

 

 

 

 

 

 

またその結果、計画期間における各年度の収支は黒字となっておりますが、災

害の発生もあり、前回と比較して黒字額が縮減している年度もあるものの、平成 27

年度の実質単年度収支*は 9 億円程度と前回と同程度を見込んでおります。なお、実

質公債費比率については平成 27 年度には 12.0％まで改善が見込める状況です。 

 

また、経常経費についても、行財政改革実施計画に基づく効果額を反映し、定員

適正化計画に基づく人件費の削減、約 10 億円の地方債の繰上償還の追加による公債費

負担の抑制を見込んでおります。 
 

 

当市の財政運営の最重要課題は、合併効果や行財政改革効果を最大限に活用して

持続可能な財政体質を確立することにあります。 

具体例として 

∴ 合併特例債の有効活用  

∴ 組織のスリム化等による人件費・物件費等経常経費の削減 

 

加えて、財政健全化法の施行に伴う財政対策が必要となりました。 

この健全化判断比率*の一つである実質公債費比率については、平成 19 年度決算では

25.1％という非常に厳しい数値となりましたが、繰上償還や投資的経費の縮減等の改

善に向けた取り組みの結果、平成 22 年度決算においては 17.4％と、公債費負担適正

化計画*の目標を 5年前倒しで達成し、平成 24 年度決算では 14.5％と、更なる改善を

図ったところです。 

 

① 

② 

③ 

④ 

 

今回の「財政見通し」は、基本的に昨年度までの方針を踏襲するもので、収支の

調整が整った「財政計画」への移行は次年度以降を予定しております。 

① 
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以上のように、財政計画期間中の平成

27 年度までは、市町村合併に伴う財政

支援の効果により、財政の健全化を図る

ことが可能です。 

しかしながら、市町村合併による財政

支援効果の逓減に見合う行財政改革が

実現できていないため、平成 28 年度

以降は段階的、加速度的に財政状況が

悪化することが見込まれる点は、前回と

同様であります。 

未だ、その具体的な解決策は見出されて

いませんが、国において平成の大合併を踏

まえた自治体の行政需要を反映した地方交

付税制度の見直しが予定されており、その

動向を注視しているところです。 

こうした状況を踏まえ、今後は平成 28

年度以降を見据えて、持続可能な財政体質

への転換を実現するため、人口減少に即し

た体制づくりと事業のスクラップ＆ビルド

の推進、公共施設の適正配置等、一刻も早

く聖域なき見直しを徹底した更なる行財

政改革に取り組む必要があります。 

  

 

 

 

 

  

 

こうした取り組みにもかかわら

ず、実質公債費比率については、普通

交付税の逓減等により、平成 33 年度

においては 15.8％に悪化することを

見込んでいます。 

 

歳入の根幹をなす普通交付税（臨

時財政対策債含む）については平成 28

年度以降の合併算定替の逓減により、

最終的に 24億 7千万円が縮減する見込

みです。 

 

自治区制度については考慮して

いないため、自治区事業（ソフト）、

自治区枠（ハード）は保留、地域振興

基金相当額の活用は既存事業の経過措

置に限るものとしています。 

② 

 

投資事業については、投資枠を一

本化し『共通枠』とし、全市目線で調

整を行い、公民館整備事業、ごみ焼却

施設解体及びストックヤード整備事業

等の実施事業のローリングを行ってお

ります。 

③ 

 

最終的に、最も問題となる実質

単年度収支は平成 30 年度から赤字に

転じ、平成 33 年度には赤字額が 18 億

円規模に拡大することにより、財政

調整基金の残高は 12 億円規模にまで

縮減し、平成 34 年度以降の予算編成

に支障をきたすことが危惧されます。

⑥ 

 

実施事業の財源については、過疎

対策事業債、合併特例債といった交付

税措置の大きい優良債を可能な限り活

用することとし、特に合併特例債は限

度額まで発行することとしておりま

す。

④ ⑤ 

⑦ 
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